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こころの健康づくり計画の作成と活用
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事業場内の体制整備

・衛生委員会等での調査審議
・心の健康づくり計画の策定
・担当者の選任
・教育研修の実施
・ストレスチェックの実施
・職場環境の把握と改善 等

○メンタルヘルス対策の専門家による、専門的研修、
メンタルヘルス教育、専門的相談対応等の支援

○産業医、保健師等による訪問支援（高ストレス者
の面接指導、健康相談等）

○労働者のメンタルヘルス相談窓口（メール・電話）の設置
○ストレスチェック実施プログラムの提供
○メンタルヘルス対策に関する総合的な情報提供

メンタルヘルス指針

産業保健総合支援センターによる支援

メンタルヘルス・ポータルサイト
「こころの耳」

事業場の取組を支援する施策

労働安全衛生法に基づき厚生労働大臣が公表する指針
（H18策定・H27改正）

ストレスチェック制度

○年１回のストレスチェックの実施及び高ストレス者への
面接指導（義務）※ 労働者数50人以上の事業場が対象

○結果の集団分析・職場環境改善（努力義務）

職場におけるメンタルヘルス対策の推進

○ストレスチェック制度の実施徹底、メンタルヘルス
対策の取組促進について指導

事業場のメンタルヘルス対策の取組へ
の支援

○ストレスチェック・職場環境改善の実施
○メンタルヘルス対策の計画作成

４つのケア

・セルフケア
・ラインによるケア
・産業保健スタッフによるケア
・外部機関によるケア

改正労働安全衛生法により創設（Ｈ27.12施行）
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心の健康については、その評価は容易では
なく、また、心の健康問題の発生過程には
個人差が大きい。さらに、すべての労働者
が心の問題を抱える可能性があるにもかか
わらず、健康問題以外の観点から評価され
る傾向が強いという問題があります。

労働者の個人情報の保護への配慮は、労働
者が安心して心の健康づくり対策に参加し、
事業場における心の健康づくり対策が効果
的に推進されるための重要な条件になりま
す。

心の健康は、職場配置などの人事労務管理
と密接に関係する要因によって、より大き
な影響を受けるため、メンタルヘルスケア
は、人事労務管理と連携する必要がありま
す。

心の健康問題は、家庭・個人生活などの職
場以外の問題の影響を受けている場合があ
ります。また、本人の性格上の要因も影響
を与えることがあります。なお、これらは、
相互に影響しあいます。



労働者の心の健康の保持増進のための指針（概念図）

（労働者による） （管理監督者による） （産業医、衛生管理者
等による）

（事業場外の機関、
専門家による）

（１）メンタルヘルスケアを推進するための教育研修・情報提供

（２）職場環境等の把握と改善

（３）メンタルヘルス不調への気付きと対応

（４）職場復帰における支援

事業場内の体制整備
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こころの健康づくり計画に盛りこむ項目

❶ 事業者がメンタルヘルスケアを積極的に推進する旨の表明に関すること

❷ 事業場における心の健康づくりの体制の整備に関すること

❸ 事業場における問題点の把握及びメンタルヘルスケアの実施に関すること

❹ メンタルヘルスケアを行うために必要な人材の確保及び事業場外資源の活用
に関すること

❺ 労働者の健康情報の保護に関すること

❻ 心の健康づくり計画の実施状況の評価及び計画の見直しに関すること

❼ その他労働者の心の健康づくりに必要な措置に関すること。なお、ストレスチェ
ック制度は、各事業場で実施される総合的なメンタルヘルス対策の取組み
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• まずは、メンタルヘルス対策推進の方針と企業にもたらす利益について、
事業者として表明します。文書化して明示することで、従業員はメンタ
ルヘルス対策に安心して時間を割くことが可能となります。

• メンタルヘルス対策が企業の利益につながる業務の一つであり、自分
自身の評価にも関係することを意識しやすいでしょう。

•心の健康づくり計画に事業者としての方針を表明することで、従業員は
安心してメンタルヘルス対策を推進できます。
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•＜社内スタッフの役割分担＞

•従業員や管理監督者、産業保健スタッフがそれぞれどのような役割を
担うかを具体的に明記します。例えば以下のような例が挙げられます。

⮚従業員：ストレスチェックを活用してストレスに適切に対処する

⮚管理監督者：部下からの相談対応、職場環境改善

⮚産業保健スタッフ：産業医からの助言、評価

⮚人事労務：人員の適正配置や労働時間の短縮措置
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従業員のニーズに応じて、職場環境改善に取り組む必要がある旨を記載

• 管理監督者が主体となり部署内の環境改善に取り組む
• ストレスチェック実施者が調査票を用いて職場環境を評価する
• 産業保健スタッフが管理監督者に改善の助言を行う

＜研修機会や相談窓口＞
• 心の健康の保持増進を目的とした研修についても具体的に明記
• 新入社員や管理監督者、産業保健スタッフなど、対象者別の研修を実施することを
明文化

• 従業員からメンタルヘルスに関する相談があったときに活用する
社内外の相談体制も記載

• 提携している医療機関やEAPサービスの具体的な利用の流れを明記
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• メンタルヘルス対策を行うにあたって、そのプロセスで知りえた従業員の情報は、

取扱いに注意する必要がある。例えば、職場環境の評価にあたって従業員から

聞き取った内容やストレスチェック実施に伴って得た情報の取扱い。

• ストレスチェックや面接指導を受けることを拒否した場合も、従業員に不利益な

扱いをしないことを明記すること。プライバシーへの配慮や不当な扱いを受けない

ことを明文化すると、従業員は安心してメンタルヘルス対策を行うことができる。
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心の健康づくり計画は、策定して終了ではなく、中長期的に継続することを前提とするもの。
そのため、目標を設定し、衛生委員会で話し合いながら見直し、継続的に取り組むことが大切。

⮚目標設定においては、長期目標、年次目標だけでなく、具体的な目標も設定する
⮚「活気のある職場を目指す」という長期目標だけでは、達成できているか評価しにくいため、

具体的な目標が必要。

例

• 事業者方針とリンクしている

• 従業員のニーズと合致している

• 数値化可能である

⮚また、計画の評価と見直し方法についても決めておく

例

• 月1回開催される衛生委員会で各部署から進捗状況を報告し、改善策を話し合うというような方法
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○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」において、職場のメンタルヘルスに関する総合的な情報提供を行うとともに、
メンタルヘルス不調、過重労働による健康障害に関する相談窓口を設置。
【アクセス件数実績（平成29年度）： 約270万件】

https://kokoro.mhlw.go.jp/

○メンタルヘルスに関する基礎知識 ○事業場の取組事例
○専門の相談機関や医療機関 ○各種支援・助成制度
○統計情報 ○関係行政機関の情報 等

職場のメンタルヘルスに関する総合的な情報提供

「こころの耳電話相談」（平成27年９月～）

メンタルヘルス不調、過重労働による健康障害に関する
メール相談・電話相談窓口の設置

「こころの耳メール相談」（平成26年７月～）

労働者やその家族からのメンタルヘルス不調やストレスチェック後のセルフケアなどに関する
相談、事業者や産業保健スタッフ等からのメンタルヘルス・過重労働対策などに関する
相談に応じる、メール相談・電話相談窓口を設置。

○ 相談実績（平成29年度）：約7,700件

※平成28年10月に

「こころほっとライン」から改称

○ 専用ダイヤル ： 0120－565－455

○ 受付日時 ： 月・火／17:00～22:00、土・日／10:00～16:00
（祝日、年末年始を除く）

○ 相談実績（平成29年度）： 約6,300件 13



（二次予防）
メンタルヘルス不調の
早期発見と適切な対応

（三次予防）
職場復帰支援

○職場復帰支援プログラムの策
定、実施

○主治医との連携 等

○労働者のストレスマネジメントの向上
・教育研修、情報提供 ・セルフケア 等

○職場環境等の把握と改善
・過重労働による健康障害防止
・ラインケア、パワハラ対策 等

○上司、産業保健スタッフ等
による相談対応、早期発見
と適切な対応 等

体
制
整
備

具
体
的
取
組

○職場におけるメンタルヘルス対策は、3本の柱からなる。

（一次予防） メンタルヘルス不調の未然防止
（二次予防） メンタルヘルス不調の早期発見と適切な対応
（三次予防） 職場復帰支援

○ストレスチェック制度は、ストレスの状態を把握することでメンタルヘルス不調を未然に防止することを目的としており、一次予防の
ための仕組みと位置づけられる

メンタルヘルス対策の体系 と ストレスチェック
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• 産業保健の相談

• 産業保健に関する様々な問題について各分野（健康管理、健康教育等、産業保健活動全般）の専門相
談員が、センターの窓口・電話・Eメール等で相談に応じます。また、職場巡視等の実践的活動については、相
談員が現地に出向いて、具体的方法を助言いたします。相談内容等の秘密は厳守し、無料でご利用いただけ
ます。

•どの相談員に相談してよいかわからない場合は、センター職員までお問い合わせください。

•担当する相談員は常勤ではありません。勤務日は変更・中止となる場合がありますのでご了承ください。

•回答までにお時間をいただく場合がありますのでご了承ください。

•当センターは医療機関やカウンセリング機関ではありませんので、診療やカウンセリングを行うことはできません。

045-410-1160
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